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京都緊急集会のご報告                       

平成２７年２月７日京都緊急集会「京都市・野良猫餌やり禁止条例と野良猫保

護」 

―今みんなで考える問題・猫餌やり禁止 殺処分の新たな形― 

  一般参加者は１４４名でした。ＴＨＥペット法塾のメンバー、パネラー､報告

者の皆様を含めますと、約１６０名余でした。 

集会には、環境省プラン（牧原プラン）に関与された藤野真紀子様の御挨拶、

京都市市会議員、牧原プランの牧原秀樹衆議院議員と松浪健太衆議院議員から

のメッセージを頂きました。 

  報道は朝日が京都版で大きく取り上げました。NHKも取材をされましたが報道

はされていません。 

  集会は、現在の、日本の野良猫問題についての最高のレベルの皆様からのご

報告でした。法理論、野良猫問題に取り組んできた行政、長年に亘る野良猫へ

の餌やり、保護、避妊去勢の地域猫活動に取り組み、野良猫問題を解決するこ

とに尽力をしてきた全国の最前線の代表的なボランティアの皆様からの、講演

と報告､議論でした。 

  環境省を初め、全国の行政、野良猫問題に取り組まれる皆様のご参加があれ

ば、野良猫問題とその解決の道筋が、極めて容易且つ明確に理解ができる内容

で充実した集会でした。   

  京都市条例案は、野良猫発生の原因の捨て猫対策には措置を取らず、京都市

で犬猫に対する苦情が大きく減っている中で、それを実現してきた猫餌やりを

反社会的な迷惑行為として排除しています。野良猫の命に対する思いはなく、
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野良猫解決とは全く逆の、動物愛護法に反する誤った条例であることが明らか

にされました。 

  野良猫問題は、行政が核となって、ボランティアの力を借りて、地域問題と

して猫の嫌いな人達を含めて、地域住民の協力を受けて、避妊去勢を完遂すれ

ば新たな野良猫は発生せず、迷惑苦情もなくなり、５年ないし１０年で解決で

きる問題であることも明らかにされました。 

  京都市条例は、重要な情報提供がされず行政手続法にも反する疑いもあり、

猫餌やり規制で野良猫問題は解決しないことを認識し、再度、東京都などの事

例も参考に、行政の、解決への正しい方向を組み立て、再度の情報提供、パブ

コメによる出直しの条例が必要であることが一致した結論でした。 

  全国各地の皆様には、京都市と同様の、形を変えた殺処分と野良猫解決には

つながらない誤った野良猫条例を作る動きがあり、京都市の誤った点を参考に、

野良猫保護と解決への正しい取り組みを進められることが必要です。 

皆様には、動物法ニュース、消費者法ニュース、ＴＨＥペット法塾ホームペー

ジなどで、情報を提供していきたいと思います。 

要旨 

京都市条例案の内容 

① 野良猫に餌やりをしようとする方は、猫を自ら飼養するか、「まちねこ支援

事業」に沿って、適切な管理の下で実施する。 

② 身近にいる動物に対し無責任な給餌（餌やり）をしたり、残飯ごみを放置し

たりしてはならない。 

③ これに違反し（生活環境が損なわれ）たときは勧告・命令、勧告・命令に違

反したときは過料（行政罰）の制裁を課す。 

④ まちねこ支援事業は、①３名以上の団体。②町内会の同意を得る。③猫用ト
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イレの管理や猫の生息状況の把握などをし、飼養が可能な私有地内に設定する。 

[講演] 

１ 吉田眞澄（弁護士／元帯広畜産大学理事・副学長）講演 

  今では一般化している「人とペットの共生」は私の造語であるが、そこでい

う「共生」は、ペットに広く社会的門戸を開きつつ知恵を絞り問題を克服する

姿を示すものであり、門戸の広さ、問題克服力の強さや大きさによって成熟度

が測定される。京都市が提案する条例案の骨子は、非常に分かり難いところは

あるが、お願いの部分を合わせて考えると、犬や猫を家に閉じ込め、社会的門

戸を閉じようとする傾向が極めて強く、「共生」とは逆行するものである。そ

れとともに、野良猫問題については、実態と事実認識の間に大きな乖離があり、

それが問題解決の障害になる可能性が極めて強い。今回京都市が提示した資料

に見られるように、野良猫の餌やり由来の苦情は、平成23年度からの3年間だけ

でも激減しており、その分析が問題解決にとって極めて重要である。 

  野良猫についての現状は、遺棄者、遺棄猫等の交配による数の増加と周辺の

生活環境への悪影響、地域住民の問題解決力の不足、不妊去勢手術や周辺の生

活環境保全などに全く注意を払うことなく旧来型の餌やりをする人、その状況

を把握しながら有効な対処をしてこなかった行政等に由来するもので、その責

任を地域猫活動を視野に入れて責任ある餌やり活動をする人にまで押し付ける

のは公平性を欠く対処法と言わざるを得ない。野良猫対策には、遺棄の予防、

遺棄に対する適切な防御策（昨年12月に環境省が遺棄の概念を事実上変更する

ことにより対応が容易になった）、飼い猫の完全室内猫化・不妊去勢手術の励

行と合わせ、地域猫活動をこれまで以上に積極的に推進するが必要であり、野

良猫の繁殖力を考えると、迅速性、計画性、有効性が鍵になる。3年で全頭の不

妊去勢手術が完了すれば、性本能による迷惑行為は著しく減少し、5年で苦情は

ほぼなくなり、10年後には問題は全面的に解消する。 
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  この計画推進には、餌やり活動をする人の協力が必要不可欠で、適切且つ良

好な関係を構築することがむしろ大切である。犬や猫を事実上締め出す社会、

つまりペットに対し閉鎖的な社会は、ペットに対する無知・無理解、偏見の横

行する街になりがちである。欧米人の感覚からすると、動物に対する無理解・

偏見の横行する未文化都市、倫理の成熟度の低い思いやりに欠ける街と映るこ

とは間違いない。京都の良さは、国内的にも、国際的にも、異なる文化を受け

入れ、それを消化し、自ら培ってきた文化に生かして新たな文化を構築すると

いう作業の繰り返しにより汎用性の高い独自の文化を構築する所にあり、それ

ゆえに京都の文化が国内的にも国際的にも広く理解され、高い評価を受けるの

である。それだけの広く深い矜持を持つ京都の伝統をペットへの対応にも生か

すことが大切だ。「それぞれの社会における倫理の成熟度は動物に対する対応

で分かる」とする歴史上の偉人達の言葉に耳を傾ける必要がある。 

２  髙木優治（元新宿区保健所職員）講演 

  地域猫対策前は、餌やり禁止が自治体の対策だった 

  餌やり禁止対策は自治体への苦情数減少に寄与することは殆どなかった。 

  東京都における1987（昭和62）年、世田谷区飼い猫の去勢不妊手術費助成金

制度の発足などが始まり、東京都は2000（平成12）年に、この答申を受け「飼

い主のいない猫との共生モデルプラン」を作り、野良猫を増やさないために去

勢不妊手術を行い、術後の猫を元の場所に戻し、餌を与え管理することで野良

猫の増殖を防ぎ、合わせて餌場の片づけ、トイレの設置やフンの片づけをする

ことなどを守って貰うようにした。地域住民とボランティア、自治体の３者に

よる協働事業として進めるよう提案された。 

  現場で行政が、地域の人達の中に入り地域猫対策を説明し、理解と協力を得

るために調整をして、実行者を確認して野良猫を捕獲し、手術を行い、元の場

所に戻し、管理を続けていく体制を作ることで、始めて地域猫対策が進む。 

  新宿区の引取犬猫数は、平成１３年は合計３５８匹（内猫３１５匹）平成２
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５年は合計２４（内猫１７匹）であり、苦情件数は、平成１３年は合計４１２

件（内猫２５０件）、平成２５年は合計１６３件（内猫１０８件）と大きな成

果があった。 

  ボランティアは、地域の猫の数や餌場の場所、捕獲器の設置や未実施の猫の

数、餌の片づけフンの始末等、定時定点での管理をすることで、その地域の生

息頭数の変化がわかり、効果測定もできる。猫の数や餌場を把握している人の

協力がなければ実施することが困難である。餌やり禁止は意味がない 

 餌やり禁止を掲げることは、地域猫対策実施のための大切な情報（野良猫の

生息数・餌場の場所と数等）を遮断する。地域猫対策実行者になれる「餌やり

さん」を排除し、地域住民の中に亀裂、トラブルを生じさせる。 

  餌やり禁止は、意味がなく、野良猫解決を困難にさせ野良猫解決にならない

ことは明らかである。 

［第２部 報告］ 

３  藤野真紀子（元衆議院議員） 

  人が動物に対して愛情や思いやりを持つことは自然で大事なこと。 

  京都市条例が、野良猫全体に猫餌やり禁止が決められたときは、原始的で餓

死という残酷な殺処分につながる恐れがある。動物共生に反する。子供達に動

物愛護の精神から博愛精神を培って欲しい。京都は日本人の誇り、京都にふさ

わしい命に優しい日本人の優しい心を反映した条例を作っていただきたい。 

４  溝淵和人（動物ボランティアＣａｔ２８） 

  野良猫が地域住民への被害、迷惑を与えてしまう。野良猫繁殖と飼っている

猫の望まれない猫が生まれて遺棄される。ボランティアだけでは、また、行政

が丸投げをし癒着したボランティアだけでは野良猫問題は解決しない。官が先

頭に立たないと解決はしない。 

  「猫餌やりをするな」ではなく、「捨て猫の禁止、罰則」である。行政が、
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ボランティア、住民と野良猫を保護すること、そこから避妊去勢をして、保護

を継続すること。京都市の行政が動かないで、猫餌やり禁止をして、野良猫を

餓死させようとするだけでは、野良猫問題は継続するだけである。 

５  鶴田真子美（全国動物ネットワーク）、 川井満（猫と友達） 

京都市の、猫餌やり者に飼主責任を課し、また罰則を課すことは、憲法等に

違反する。野良猫を殺させることを強制するような行政は、動物愛護法などの

法律に違反する。行政は、動物を遺棄させず、虐待をさせず、保護をすべき責

任があり、餓死させて死に至らしめるような殺処分をさせてはならず、これを

行政がさせるとすれば、違法性は強い。猫餌やりの野良猫の保護と野良猫問題

を解決する努力を認識していない。環境省も、動物愛護法に反する「猫餌やり

禁止」の方向で動いているが（東京新聞）、動物の命の保護に反しており、地

域猫活動を妨害し、動物愛護法等、憲法、法律に違反する旨の意見書を出した。 

６  植田勝博（ＴＨＥペット法塾代表／弁護士） 

改正動物保護管理法（平成24年9月5日公布、平成25年9月1日施行）は「殺す行

政」から「生かす行政」への転換した。飼猫の終生飼養義務（動愛法７条）。

行政の飼猫の引取制限（同法35条）、野良猫の引取制限（附帯決議8項）。飼猫

の遺棄禁止、遺棄等の罰則強化（同法44条）。野良猫は全て社会で存在する。 

  従来の地域猫活動を踏まえて、野良猫（所有者のいない猫）は、避妊去勢を

して、地域住民の同意（排除しない）の下に管理する（附帯決議８項）。野良

猫を含めて殺処分ゼロをめざす（附帯決議６項）。 

  「まちねこ支援事業」は、事実上、個人の猫餌やりを規制禁止する。 

  所有者のいない動物に餌やりをすることは基本的に自由な行為であり、野良

猫餌やりをする者に、所有者同様の管理責任を負わせることは、法律上奇異で

ある。東京地裁立川支部猫餌やりの損害賠償事件判決は、野良猫餌やりと被害

に因果関係がなく、動物愛護法等に反して、明らかに誤っている（ＴＨＥペッ

ト法塾見解）。 
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  猫餌やりは、命を生かし、野良猫をなくす社会的公益活動である。 

  野良猫餌やりを禁止すれば野良猫は餓死するか、餌をあさる。京都市条例は、

虐待（給餌、給水しない）殺傷の結果を目的とする。動愛犯罪を強いる条例は

改正動物愛護法に反する。条例案は、その精神も措置も、野良猫を保護せず、

地域猫活動を妨害するものである｡ 

  動愛法に沿って、行政が核となって、ボランティア及び地域住民と一体とな

って、野良猫問題の早期の解決を目的とする条例を制定することが必要である。 

７  佐藤泰子（静岡動物愛護犬猫ホットライン） 

    伊東市で長く地域猫活動をしている。野良猫問題の場所約５０箇所余の野良

猫の保護と避妊去勢をして、団体からも避妊去勢代を支援して野良猫問題に取

り組んで来た。野良猫が１匹もいなくなった地域もあり、また、新たな野良猫

が出てきたときは避妊去勢をして保護してきた。伊東市に避妊去勢の支援をし

て貰うシステムも作ってきた。野良猫問題は、棄てる人、飼猫が子供を生んで

棄てる人を厳しくしないといつまでも絶えない。私は猫が特に好きでもない。

可哀想な猫を放置しておけないだけである。猫餌やりの多くの人達は、野良猫

問題に、時間、労力、お金を負担して、新たな里親探しをしてきた。野良猫餌

やりを禁止したら、誰が野良猫を保護して、避妊去勢をして、保護を続けるの

か。京都市は、今まで野良猫問題に取り組んでいる人達を追い出して、野良猫

を排除して、動物愛護の心はない。餓死させる京都市は残酷。野良猫問題の解

決はできない。 

８  山崎悦子（名古屋市） 

  野良猫の命を守るために、不幸な猫を生まれないようにと避妊去勢をしてき

た。 野良猫、地域猫を推進してきたのは私達の犠牲の上で、多額なＴＮＲを

してきた。行政が、野良猫問題を解決するというならば、野良猫餌やりが、自

己の犠牲の上に、棄てた人達の尻ぬぐいをし、近隣住民のために野良猫をなく

すための猫餌やりをする活動を妨害しないことを求める。 

85



  京都市には、野良猫への命の思いはない。猫餌やりを反社会的というのは、

何も知らない行政である。野良猫の餌やり、ＴＮＲ、保護をせめて、妨害しな

い。野良猫の命を罰則で奪わないことを求める。 

９  武藤安子（グリーンＮｅｔ） 

  野良猫問題は、野良猫を殺さず、保護すること。京都市は、従来保護してき

た人を追い出し、野良猫を保護できるか。京都市の条例案には、猫の保護に関

する内容はなく、猫の命への思いはなく、餓死をすれば良いとしか考えられな

い。 

  法律は、殺さない行政の責任がある。京都市は、野良猫餌やりを犯罪者扱い

にして、野良猫の命を奪い、野良猫を殺す方向でするが、動物愛護法に違反す

る。野良猫も生きている。野良猫の命を守って下さい。 

１０  佐川真人（アニマルネットワーク京都西） 

  野良猫の保護、避妊去勢をし、猫餌やり活動をしていたら、自治会、警察が

来て猫餌やりするなと言われて妨害された。 

  ＴＮＲをして、野良猫の保護と不幸な野良猫を発生させない行為が反社会行

為や犯罪類似とされれば、殺処分禁止、野良猫保護、地域猫活動を目的とする

動物愛護法に反する。京都市条例は、明らかに野良猫保護、地域猫活動を禁じ

ようとするもので、違法である。私は野良猫の命を守って野良猫問題を解決す

る。 

  動物愛護管理法、京都動物愛護憲章の根底は「国民、市民の間に動物を愛護

する気風を招来し、生命尊重、友愛、平和の情操の涵養に資する」ことであり、

条例案はこれを欠く。 
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２０１５．２．７ＴＨＥペット法塾、京都野良猫保護連絡会 京都緊急集会 

エラー! 

―今みんなで考える問題・猫餌やり禁止 殺処分の新たな形― 

 京都市が制定を目指す「動物による迷惑の防止に関する条例（仮称）」は、動物

愛護管理法第３５条１項本文の規定に基づき引き取った犬や猫の殺処分がなくなる

ことを目指すという目標の「数字」のみを追い、規定の根本にある「動物の命と感

受性」尊重の精神をないがしろにし、人の目につきにくい「新たな形の猫の殺処

分」を生み出すもので、全国的に大きな問題になっている「犬の大量放置・遺棄」

事件と同根異形である。また、京都市は、意見募集の説明文冒頭に「人と動物が共

生できるうるおいのある豊かな社会」、「人にも動物にも心地よいまち」、「人が

動物を通じて他人に迷惑をかけない」等の美辞麗句を並び立て、条例があたかも京

都動物愛護憲章が目指す「人と動物が共生できるうるおいのある豊かな社会」推進

の具体的行動指針である「動物を思いやりましょう」、「動物のことを学びましょ

う」、「動物との正しい関わりを考えましょう」、「動物との絆を最後まで大切に

しましょう」、「人にも動物にも心地よいまちを作りましょう」を推進するための

条例のような外観を呈しているが、条例の中身は、動物への思いやりに欠け、動物

のことを誤解するメッセージを送り、動物との正しい関わりを考える努力を怠り拙

速に結論を出し、動物との絆を大切にせず猫を遺棄する「犯罪者」対策は何ら講じ

ず、犬と猫をまちから追い出したうえ戻れないよう門を閉じる「犬や猫に閉鎖的な

社会」の実現を目指すもので、「看板に偽りあり」の象徴ともいえる内容である。

「犬や猫を締め出す社会」が、その中にいる犬や猫にとって「心地よいまち」であ

るはずがなく、無知や無理解の「冷たい目」の蔓延する「うるおいのないまち」で

ある。 

 京都市は、動物愛護管理法や京都動物愛護憲章の根底にある「国民、市民の間に

動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛、平和の情操の涵養に資する」こと

がいかに大切であるかをよく認識し、知恵を絞り立場の違いを超えて受け入れ可能

な答えを出す努力を行うべきである。野良猫に対し閉鎖的な社会は、社会の醜い所

に対しても閉鎖的になりがちな「臭いものにふたをする」の姿勢に繋がる。「野良

猫」という弱い立場にあるものの「命と感受性」への思いやりを欠く社会は、弱い

立場にある人に対し思いやりを欠きやすくなる。それが社会に広がればどうなるか

答えは明白である。動物愛護が、生命尊重、平和の情操の涵養に続く構図がそれを

明確に示している。京都市は、洋の東西を問わず歴史上の偉人達が社会に送り続け

てきたメッセージ「社会における倫理の成熟度は、動物に対する対応で分かる」と

いう言葉を吟味し、動物愛護管理法や京都動物愛護憲章の精神と目的に適切に対応

する行動を取るよう強く求める。 

上記の宣言と決議をもって、閉会の宣言をする。 

2015年2月7日　　参加者一同
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京都市の虚偽的ホームページ日付変更                                   

京都市2015年2月6日ホームぺージ（京都情報館） 

２０１５年２月１７日 

ＴＨＥペット法塾代表 弁護士 植田勝博 

 京都市は、2015年2月12日に、京都市ホームぺージ「京都情報館」に、下記広報

がされました。 

  これに対して､ＴＨＥペット法塾は、2015年2月16日付で「京都市の2015年2月12

日ホームぺージの虚偽的、不誠実な発表に対する意見」を発表を致しました。 

  京都市は「（一部団体、即ちＴＨＥペット法塾は）本市の条例が「給餌者に猫

を自ら飼養することを課す」もの，あるいは，「「まちねこ活動支援事業」に反

する給餌が禁じられ，罰則が課される」との誤った情報を流した」と公表されま

した。しかし、下記の京都市条例骨子の文言趣旨からは、どこにも誤りはなく、

ＴＨＥペット法塾は京都市のホームページの公表について「ＴＨＥペット法塾の

意見を『誤った情報を流した』と虚偽的にねじ曲げ、京都市民、国民を欺くもの

で、行政としては、極めて信頼を欠く、不誠実、虚偽的なもので、京都市の品性、

レベルを疑う」との反論の意見をホームページに出しました。 

 ＴＨＥペット法塾は、京都市条例案を上記の通り、文言を正確に伝えて、その

内容が憲法、民法から見ても、著しく奇異であり、明らかに動物愛護法に反する

と認められるので、ＴＨＥペット法塾の京都市への意見を公表したものです。 

 ＴＨＥペット法塾は、京都市市長、議員、行政へもご案内を差し上げてご意見

を求める努力をし、現場、学識者、動物愛護法の立法などにも関与された政治家、

猫餌やり活動、地域猫活動の皆様の現在日本のトップにいる皆様方に集まって頂

き、「平成２７，２，７京都緊急集会、形を変えた殺処分」を開催致しました。 

集会は、京都市条例を資料として配布し、下記の皆様で議論をして頂きました。 

   藤野真紀子（元衆議院議員）、吉田眞澄（弁護士／元帯広畜産大学理事・副学

長）、髙木優治（元新宿区保健所職員）、溝淵和人（動物ボランティアＣａｔ２

８）、鶴田真子美（全国動物ネットワーク）、佐川真人（アニマルネットワーク

京都西）、山崎悦子（名古屋市）、武藤安子（グリーンＮｅｔ）、佐藤泰子（静

岡動物愛護犬猫ホットライン）。 

 ＴＨＥペット法塾の条例の理解、意見は、法律、行政、野良猫問題、地域猫活

動の意見を前提とするもので、適切かつ必要なものと考えます。 
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京都市公報の日付の遡らせ 

 2015年2月17日に、京都緊急集会以降に出された「京都市の2015年2月12日ホー

ムぺージの虚偽的、不誠実な発表に対する意見」の基となる京都市2015年2月12日

付ホームぺージを確認しましたところ、そのホームページは消されていました。

更に確認したところ同じ文章が2015年2月6日付で京都市ホームページ（京都市情

報館）に掲載され、上記2月7日京都緊急集会開催日以前に遡らせていました。 

下記に、当初出された公報と、日付を遡らせた公報を掲載します。 

 一旦出された京都市公報が、何故、日付を遡らせたのか、極めて不可解です。 

京都市の、「ＴＨＥペット法塾の意見を『誤った情報を流した』」と虚偽にねじ

曲げて、責任をＴＨＥペット法塾にあると転化するような公報をして、社会を欺

く行為が京都市によってなされるとは、よもや思いませんでした｡ 

これに続けて、2月12日付公報の日付を2月6日に遡らせる作為も考えられないも

のでした。京都市公報は、京都市民、国民を欺くもので、行政としては、極めて

信頼を欠く、不誠実、虚偽的なものと言わざるをえません。 

  京都市は、姿勢だけでなく情報の信頼性を欠き、必要な情報を出さず、都合の

悪い情報は虚偽的にねじ曲げ、ときに「嘘をつく」もので、行政のあり方として

はまともな団体とは言い難いものです。 

 野良猫問題は、原因である猫遺棄などの行為を厳しく禁止すること、猫餌やり

のボランティアによる、野良猫保護のために献身的なＴＮＲ活動などの活動を公

益活動として正しく理解し、行政が核となって運営支援することが動物愛護管理

法の基本です。野良猫の避妊去勢が行政を核になされれば、数年で基本的に野良

猫は増えず、地域住民の理解も得られ、野良猫保護を地域住民、ボランティアに

より保護が継続すれば、野良猫問題は１０年程度で解決がされるとの新宿区の例

が報告されています。その最前線にいる猫餌やりの協力は有益且つ必要です。 

 京都市の、野良猫を保護し野良猫問題に取り組む猫餌やりを反社会的､犯罪的行

為として排除する行為は、野良猫排除「形を変えた殺処分」であり、官民一体で

の地域猫活動を否定するもので、動物愛護管理法に反します。 

 野良猫保護への思いのない動物に冷たい条例であり、また地域猫を成功させよ

うとする意思の見えないものです。猫餌やりの近隣環境問題は、行政が核となっ

て、猫餌やりと近隣住民との間で指導調整をすれば容易に解決される問題です。 

 京都市は、猫餌やりが野良猫問題の元凶であるとしているが、猫餌やりの実態

はそのようなものではなく、野良猫保護と野良猫問題を資財をなげうって取り組
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んでいる実態を素直に見て、野良猫の命の保護を正面において、皆で野良猫への

愛護と１０年程度の計画で野良猫をなくすことを目標にして、再度、条例をその

基本から組み立てることが求められます。 

京都市2015年2月12日付ホームぺージ（京都市情報館） 

90



日付を遡らせた京都市2015年2月6日付ホームぺージ（京都市情報館） 

（参考） 

  京都市パブコメ募集骨子は①～④です。（＊は言葉から理解される意味） 

① 野良猫に餌やりをしようとする方は、猫を自ら飼養するか、「まちねこ支援

事業」に沿って、適切な管理の下で実施する。 

＊ 野良猫に餌やりは、「まちねこ支援事業」しか認めず、そうでなければ、猫

を自ら飼養すること（即ち「持ち帰れ」と同じ意味か）。 

② 身近にいる動物に対し無責任な給餌（餌やり）をしたり、残飯ごみを放置し

たりしてはならない。 

③ これに違反し（生活環境が損なわれ）たときは勧告・命令、勧告・命令に違

反したときは過料（行政罰）の制裁を課す。 

＊ 猫餌やりに罰則を課す。 

④ まちねこ支援事業は、①３名以上の団体。②町内会等の同意を得る。③猫用

トイレの管理や猫の生息状況の把握などをし、飼養が可能な私有地内に設定す

る。 

＊ 個人の猫餌やりは排除して認めない。３名以上、町内会の同意を得ること、

私有地など猫餌やり場を用意することを課すことは、個人の猫餌やりに不可能を

強い、個人の猫餌やりを排除するもので「野良猫餌やり禁止条例」と認められる。 
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京都市条例についての申入書 

   平成２６年３月１５日 

京 都 市 長 

  門 川 大 作  様 

京 都 市 市 会 議 員  各位様 

公益社団法人 京都市獣医師会  御中 

関 係 各 位  様 

ＴＨＥペット法塾 代表弁護士 植田勝博 

 Tel06-6362-8177、Fax06-6362-8178 

京都野良猫保護連絡会 

申入の趣旨 

１ 京都市条例を白紙に戻すことを求める。 

２ 野良猫を保護し、野良猫の餌やりボランティアの活動の制限をせず、官民一

体で野良猫問題を解決する条例の制定を求める。 

申入の理由 

１ 京都市は、「京都市動物による迷惑等の防止に関する条例」（内容：野良猫

餌やりを禁止・制限する条例）を近日中に制定すると聞き及びます。 

２ 京都市の「京都市動物による迷惑等の防止に関する条例（案）」の骨子のパ

ブコメについては、合計3005通で、条例案に反対97％、賛成３％の報告がされ

ています。行政手続法に沿った民意による行政手続の趣旨からすれば、同条例

案は一旦白紙に戻されるべきです。 

３ 京都市条例案の内容、及びその問題は次の通りです。 
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一 「所有者のいない動物（野良猫を含む）に餌やりをするについては、ア 適

切な方法により行うものとし、周辺の住民の生活環境に悪影響及ぼしてはなら

ない。イ 市長は適切な給餌の方法の遵守の基準を定める。」 

二 「アに違反したとき、イの基準に従わないとき、（生活環境に支障を生じさ

せたときは）、勧告、命令、罰則を課する」 

三 「餌やり（野良猫餌やり）の届出制、登録制を検討する」とする（平成27年3

月10日京都市「京都情報館」）。 

＊ 京都市が従来示している「まちねこ支援事業」の野良猫餌やり基準は、①３名

以上の団体を作る。②町内会の同意を得る。③猫用トイレの管理や猫の生息状

況の把握などをし、飼養が可能な私有地内に設定する。 

〔京都市条例案の問題〕 

① 所有者のいない動物に餌やりをすることは基本的に自由な行為であり、本来

自由である筈の所有者のいない動物への餌やりを、条例で市長が「基準」を定

めて事前に規制ないし禁じることは、憲法１３条の自由権、幸福追求権を侵害

する不当な人権侵害である。京都市は、動物餌やりを全て、市長、行政の枠内

で管理しようとする。動物と人との自然的関係の基本権を侵害する。 

② 行政は迷惑な野良猫を殺処分してきた。野良猫の保護と共生は、従来、野良

猫餌やりのボランティアにより、野良猫保護、ＴＮＲによって、野良猫問題の

解決に取り組まれてきた。 

③ 野良猫餌やりは正しい行為であり、動物愛護管理法に基く合法行為である。

ＴＨＥペット法塾が国会に求めた法律は、平成２４年８月改正動物愛護法に

より、「殺す行政」から「生かす行政」へと転換し、行政は殺処分を目的とす

る野良猫の引き取りをしないこと（法３５条、附帯決議８項）、野良猫を生か

すについては、従来の猫餌やりが築いてきた「地域猫」活動を、官民一体で行

う（付帯決議８項）とした。そして、猫の遺棄、猫を殺傷することを厳罰化し

た。 
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  野良猫保護は、①まず猫への餌やりである。野良猫の命への思いから、自分

で餌を買い与え、生かし、②避妊去勢をして、③世話をしてきた。これが地域

猫活動であり、官民一体で野良猫保護をすることを改正動愛法の基礎とした｡猫

餌やりは、動物の命を生かし、野良猫をなくし、地域、社会のための活動であ

る。 

  京都市条例は、野良猫を保護する猫餌やりが迷惑の原因とする誤った考えが

優先し、野良猫の命への思いはなく、地域での野良猫との共生の姿勢が全く認

められない。 

④ 猫餌やりについて、京都市が検討する登録制、届出制は、原則、猫餌やり禁

止制度である。登録制（例、貸金業規制法によるサラ金・ヤミ金のサラ金地獄

をなくすため登録制、現動物愛護法・第一種動物取扱業の登録制）、届出制

（旧動物愛護法・動物取扱業の届出制。現同法・第二種動物取扱業者は届出規

制）は、無登録、無届け野良猫餌やりを規制、禁止する制度である。 

  京都市条例は、餌やり行為を、反社会的ないし違法な行為とし、行政の監視

下に置き、国民ないし市民の動物愛護の自由を否定する。 

目の前にいる餓死するような野良猫に、基準違反、無届け、無登録の餌やりと

して、禁止、規制することは、野良猫の排除と「形を変えた殺処分」と言える。 

⑤ 京都市条例は、野良猫問題の原因は猫餌やりにあり、猫餌やりを反社会行為、

犯罪的行為として制限禁止をし、個人ボランティアではできない条件を課して

これを満たしたときのみ禁止を解くとの内容である｡地域猫は「猫餌やりのボラ

ンティアのためにしてやる」との誤った措置である。京都市条例は、従来の

「殺す行政」の延長上にあり、野良猫餌やりの自由を奪い、愛護と言いつつ、

動物への餌やりを規制し、野良猫を排除し、野良猫保護を規制し排除（殺す行

政）する。「形を変えた殺処分行政」である。 

１ 私達は次のことを京都市に求めます。 
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① 野良猫を保護し、野良猫の餌やりボランティアの活動の制限をせず、官民一

体で野良猫問題を解決する条例の制定を求めます。 

② 京都市の野良猫の苦情は、過去３年間で、約700件の苦情が300件以下に半減

している。これは猫餌やりなど野良猫問題に取組んできた市民の力によります。

京都市の野良猫行政は、野良猫を保護せず、野良猫問題の解決に取組んできた

市民を排除して、野良猫解決の基盤を潰すものです。 

  過去の野良猫問題解決は、市民、地域、行政が一体で、現場のボランティア

と協議をして避妊去勢が完了すれば、それ以上の野良猫発生は基本的になく、

後は、ボランティア、地域住民の参画、協力により野良猫の餌やり保護を継続

すれば１０年程度で野良猫問題は解決するとの報告があります。 

③ 京都市の虚偽公報などは不適切です。

a. ＴＨＥペット法塾の、京都市パブコメへの意見、及び平成２７年２月７日の

「京都市条例案は形を変えた殺処分」の全国集会にて、「野良猫に冷たく、動

物愛護管理法等に反し、地域猫に違う、誤った条例が作られないよう、動物愛

護管理法、京都動物愛護憲章に沿った条例の制定を求めた」集会宣言に対して、

京都市は、平成２７年２月１２日付京都市広報（京都市情報舘）にて、「当団

体が全国に誤った情報を流したことにより誤解をさせた」旨の虚偽の公報がさ

れました。その後、京都市は、公報の日付を２月６日付に遡らせる公報がされ

ました。 

    京都市の虚偽公報は品位と信頼性を著しく損なうものです。 

b. 京都新聞 ２０１５，３，９記事「京都市動物迷惑防止条例」について、

「（ＴＨＥペット法塾の意見）ペット愛好家等」とする。問題は、単なる「猫

好き」ではない。動物の命と人と動物の共生という人類の基本を歪曲している。

「市民意見は3000通以上にのぼり、関心の高さをうかがわせる」とするが、パ

ブコメの条例案反対97％、賛成3％の市民意見が適正に報道されていない。 

c. 京都市議会佐々木議員のネットでは「テロリスト的」と評価されています。
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  ＴＨＥペット法塾の、動物に対する人の基本的人権、動物の命、人と動物の

共生の動物愛護法に遵じる活動を「テロリスト」とされますが、京都市議会、

京都市行政に対して、憲法、動物愛護法、京都市動物愛護憲章「人にも動物に

も心地よいまちへ」を遵守することを求めます。京都動物愛護憲章とは真逆の

猫餌やりを事前規制し、野良猫に冷たく、動物を排除する条例であり、白紙と

すべきです。   

④ ＴＨＥペット法塾の主張

「野良猫は私達と共生する動物であり、なにより、地球上で生きる同じ命をも

った動物であり、私達は、命に対する畏敬をもって猫との共生をすることは、

法律に基く私達の責務です。野良猫の命への畏敬、愛護、共生をすること。共

生とは社会が野良猫を受け入れて愛護し、人と野良猫が共に生きることのでき

る社会にすることです。餌やり行為は正しい行為です。新たな野良猫を発生さ

せないことに努めます。野良猫問題は、地域の問題として、行政がその責任の

核となり、地域住民が問題の責任を担うものとして、行政、地域住民と共同、

協力して終生の保護に努め解決します。私達は、動物愛護管理法にそった、野

良猫保護と地域猫の官民一体による野良猫問題の解決を目的とする条例の制定

を求めて活動をすることを目的とします。」 

ア 野良猫を受け入れる社会こそが、成熟した社会、品格である。京都市は野良

猫の受入を拒否する旧態の排除行政で、「動物にも心地よいまち」ではない。 

イ  野良猫を受け入れることは、猫餌やり禁止、届出制、登録制は許されない。

行政は、野良猫の餌やりの活動を尊重し理解し支援すること。これにより支障

が出たときは是正措置を設けるものとする。基本的には罰則を付けるものでは

ない。猫餌やりはそれ自体基本的に正しい行為であり、地域社会の責任として

野良猫を保護することを基本として速やかな解決をすべきである。 

ウ 事前規制や罰則で地域猫の核である猫餌やりを禁じることではなく、まず野

良猫を餌やりで保護し、そこから発生する地域環境の問題は、啓蒙をして是正
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をしていくことが道筋である。 

２０１５．２．７ＴＨＥペット法塾、京都野良猫保護連絡会 京都緊急集会 

エラー! 

―今みんなで考える問題・猫餌やり禁止 殺処分の新たな形― 

 京都市が制定を目指す「動物による迷惑の防止に関する条例（仮称）」は、動

物愛護管理法第３５条１項本文の規定に基づき引き取った犬や猫の殺処分がなく

なることを目指すという目標の「数字」のみを追い、規定の根本にある「動物の

命と感受性」尊重の精神をないがしろにし、人の目につきにくい「新たな形の猫

の殺処分」を生み出すもので、全国的に大きな問題になっている「犬の大量放置

・遺棄」事件と同根異形である。 

 また、京都市は、意見募集の説明文冒頭に「人と動物が共生できるうるおいの

ある豊かな社会」、「人にも動物にも心地よいまち」、「人が動物を通じて他人

に迷惑をかけない」等の美辞麗句を並び立て、条例があたかも京都動物愛護憲章

が目指す「人と動物が共生できるうるおいのある豊かな社会」推進の具体的行動

指針である「動物を思いやりましょう」、「動物のことを学びましょう」、「動

物との正しい関わりを考えましょう」、「動物との絆を最後まで大切にしましょ

う」、「人にも動物にも心地よいまちを作りましょう」を推進するための条例の

ような外観を呈しているが、条例の中身は、動物への思いやりに欠け、動物のこ

とを誤解するメッセージを送り、動物との正しい関わりを考える努力を怠り拙速

に結論を出し、動物との絆を大切にせず猫を遺棄する「犯罪者」対策は何ら講じ

ず、犬と猫をまちから追い出したうえ戻れないよう門を閉じる「犬や猫に閉鎖的

な社会」の実現を目指すもので、「看板に偽りあり」の象徴ともいえる内容であ

る。「犬や猫を締め出す社会」が、その中にいる犬や猫にとって「心地よいま

ち」であるはずがなく、無知や無理解の「冷たい目」の蔓延する「うるおいのな
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いまち」である。 

 京都市は、動物愛護管理法や京都動物愛護憲章の根底にある「国民、市民の間

に動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛、平和の情操の涵養に資する」

ことがいかに大切であるかをよく認識し、知恵を絞り立場の違いを超えて受け入

れ可能な答えを出す努力を行うべきである。野良猫に対し閉鎖的な社会は、社会

の醜い所に対しても閉鎖的になりがちな「臭いものにふたをする」の姿勢に繋が

る。「野良猫」という弱い立場にあるものの「命と感受性」への思いやりを欠く

社会は、弱い立場にある人に対し思いやりを欠きやすくなる。それが社会に広が

ればどうなるか答えは明白である。動物愛護が、生命尊重、平和の情操の涵養に

続く構図がそれを明確に示している。 

 京都市は、洋の東西を問わず歴史上の偉人達が社会に送り続けてきたメッセー

ジ「社会における倫理の成熟度は、動物に対する対応で分かる」という言葉を吟

味し、動物愛護管理法や京都動物愛護憲章の精神と目的に適切に対応する行動を

取るよう強く求める。 

上記の宣言と決議をもって、閉会の宣言をする。 

２０１５年２月７日  参加者一

同 
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＜野良猫餌やり規制＞条例化に疑問続出 京都市で 

毎日新聞 3月15日(日)15時25分配信 

◇餓死懸念／市民に周知かぎに 

 京都市が、野良猫に不適切に餌をやる行為などを罰則付きで禁じる条例案を開

会中の２月市議会に提案し、議論を呼んでいる。動物のふん尿やにおいに苦しむ

住民からは期待の声が上がる一方で、「適切な餌やりも排除される」「野良猫が

餓死してしまう」など、市には条例化への疑問や批判を中心に３００５通にも上

るパブリックコメントが寄せられた。市によると、同種の条例は東京都荒川区な

どにあるが、政令指定都市で条例化の動きは初めて。市は２０日の条例案採決を

前に、１５日に市民を対象にした説明会を開く。【宮川佐知子】 

市によると、２０１３年度に市民から寄せられた犬猫のふん尿被害に関する苦

情は６７１件。苦情は減少傾向だが、「マナー違反を規制する抑止力が必要だ」

と条例化の準備を進めてきた。 

 「京都市動物による迷惑等の防止に関する条例案」は、所有者がいない猫など

に不適切に餌を与え、環境を悪化させる行為を禁止。違反者には市が中止を勧告、

命令し、従わない場合は５万円以下の過料を科す。市の説明では、自宅敷地内で

行う▽清掃をする▽地域の同意を得る－－などの条件を満たせば「適切なえさや

り」として、禁止対象にならないとしている。 

 しかし、１月中旬までパブリックコメントを募集したところ、条例への批判、

疑問が続出。猫と地域の共存を目指す「ぜろの会」（京都市）の根津さゆり代表

は「地域の同意を得るのは難しい場合もある。条例ができれば、無責任な人間が

生み出した野良猫を餓死させてしまう」と懸念。市民団体「ＴＨＥ ペット法

塾」代表の植田勝博弁護士も「餌やりは本来自由な行為であり、条例は動物愛護

法の趣旨にも反する」と指摘する。 

 一方、京都市は２０１０年度から地域住民による猫の世話をサポートする「ま

ちねこ活動支援事業」を進めてきた。町内会などの同意を得て餌やりをする住民

100



を支援する制度で、避妊や去勢手術の費用を市が負担する。これまで１１２地域

が登録し、市は今後も条例化と並行して事業を進めていく方針。 

 京都市伏見区で「まちねこ活動」に携わる中村美保子さん（５８）は「自分の

好きな時だけ餌をやったり、清掃をしない勝手な人もいる。餌をやるなら最後ま

で責任を持ってほしい」と話し、条例案に理解を示す。 

 日本動物愛護協会（東京都）の杉山公宏理事長は「条例案は動物の命の大切さ

や適正管理に触れており、動物に好意を持つ人、持たない人双方が納得できる内

容。（条例化には）市民にいかに周知徹底させるかがかぎだ」とコメントした。 

 奈良市では１３年に条例化されたが、計画段階で、野良猫の餌やり規制には批

判が高まり、カラスによる被害防止に限定された。 
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ＴＨＥペット法塾動物法交流会Ｈ２６．１１．１ 

「 野 良 猫 は 全 て 地 域 猫 で あ る 」 ・ 閉 会 宣 言                                      

   従来の、犬猫を殺す行政から、平成２４年８月の法改正により「犬猫を殺さな

い行政」へと変わった。即ち、猫については、所有猫は終生飼養義務に基づいて引

取の制限がされ（３５条１項、３項、付帯決議６項）、駆除目的に捕獲された飼い

主のいない猫の引取りは動物愛護の観点から原則として認められない（付帯決議８

項）こととなり、やむをえない場合のみしか引取ができないとされた。これにより、

野良猫は基本的に社会に存在することとなった。 

 社会に存在する野良猫については、不妊去勢手術を施して地域住民の合意の下に

管理する地域猫対策を行い、猫の苦情件数の低減と猫の引取り頭数の減少に効果が

あるとして、官民挙げて推進を図る、との付帯決議（８項）がされた。 

 現在、全国の行政にて、地域猫対策と「殺処分頭数をゼロに近付けることを目指

して最大限努力」（付帯決議６項）することを目指して取組がなされており、行政

において、地域猫や殺処分ゼロを目指す積極的な取組が紹介された。 

 しかし、本日の報告において、今なお、野良猫や、飼い猫を積極的に引取り殺処

分をする行政があることが明らかとなった。 

 従来、地域猫は、猫餌やりないしＴＮＲ活動（野良猫を捉え、避妊去勢をし、元

の場所へ戻す）によって、殺処分行政ではなく、野良猫と共生して野良猫問題を解

決するすることを目的としていた。しかし、これに対して、住民からは、猫の糞尿、

鳴き声、アレルギーなどの苦情が出され、「連れて帰れ。持ち帰れなければ餌やり

するな」「猫餌やりをしなければ野良猫はいなくなる。」と言われている。この苦

情は、昔から社会に共生してきた猫に対しては行き過ぎた苦情であり、また、住民

の受益のためにされている猫餌やりによる地域猫活動への誤解を含むものである。 

 従来の地域猫は、個人の猫への思いに基づいて大きな成果を上げてきたが、地域

住民の無理解、新たな捨て猫、個人の力の限界もあり、これだけで地域猫が完遂さ

れないことも明らかとなった。 

地域全体の、野良猫の把握と避妊去勢をし地域猫を保護するためには、地域全体

109



で取組むことが必要である。即ち、猫餌やりだけでは限界があり、行政が核となっ

て、避妊去勢をし、地域住民の理解と協力を得るための取組が必要である。野良猫

の把握と保護のためには現場の猫餌やり者の協力が必要であり、行政が、地域住民

の理解を得て、官民一体で行うことが必要であることが明らかとなった。 

 現在、複数の人達の申入があるときにのみ行政が地域猫に協力をするという受け

身的な行政があるが、それでは地域猫の完遂は無理と考えられ、また、環境省の地

域猫プランなどで、猫餌やりの制限ないし禁止をし、行政によっては猫餌やり禁止

看板を立てる例があるが、それでは、猫餌やりが反社会的行為と住民や社会に受け

取られ、地域住民の無理解と地域猫を支える猫餌やりを排除する結果を招き、地域

猫の土台を崩すことにつながる。 

 地域猫問題は、行政が核となって、避妊去勢と地域住民の理解を得て、猫餌やり

と共同して推進することが必要であることが明らかとなった。 

  行政の引取はやむを得ないときに引取るが、これは、やむをえない限り引取をし

てはならないことが法律の趣旨と言うべきである。 

 やむをえず行政が引取をした猫は、その命と猫の福祉のために（法１，２条）、

その譲渡に最大限努める（35条各項）。引取猫は、犬猫の殺処分を目的としてきた

「動物愛護センター」ではなく。動物の保護、福祉を目的とする公的シェルターの

設置が求められる。シェルターは、人と動物のふれあいと共生の場であることが求

められる。行政は、動物保護団体との共同作業により譲渡先を見つけ（35条4項、6

項）、また、一般人の自由な立ち入りやふれあいを通じて譲渡を推進することなど

が求められる。京都市の取組は注目されるものである。 

  国、環境省は、行政の犬猫引き取りについて、必要な事項を定め、費用の一部を

補助することが求められる（35条7項、8項） 

 猫の遺棄は、動物犯罪であり、地域猫制度の障害にもなるが、平成２６年７月３

０日に、名古屋地検は「遺棄とは危険な場所に捨てることを指し、畑に逃がした行

為は遺棄にはあたらない」として不起訴処分としたが、明らかに誤っている。｢遺

棄｣とは、遺棄されるものの生命・身体に危険を及ぼす行為であり、それは「保護

された状況から保護されない状況に置く」ことである。畑や、山林や、公園などへ
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猫を逃がす行為が遺棄にならないとすれば、そのような場所に猫を棄ててよいこと

となる。しかし、このような解釈や処理は到底許されない。 

また、兵庫県ではアニマルポリスが設営されたが、猫の遺棄、全国で発生する猫の

殺傷の犯罪、猫のホーダーなどの動物虐待など、動物犯罪について、警察、検察の

積極的な法律の運用が強く求められる。 

 従来、行政の殺処分の根拠とされてきた狂犬病予防法に基く２日間の公告で、５

日から１０日間で殺処分をする措置は、生後９０日以内の犬は狂犬病に罹患しない

犬は同法の適用外とされており（同法４条１項）、同法は、狂犬病に罹患していな

い犬猫を排除しているところ、狂犬病に罹患してない犬猫を同法で殺処分する行政

は、法律の誤った運用と考えられ、場合により、みだりな殺傷行為の犯罪にあたる

とも考えられる。 

 本日、東北大震災で被災した野良猫、犬が放置された報告がされたが、震災後３

年半を経過しながら、野良犬猫が現場に放置され、被災動物は未解決の状況にある

が、環境省においては、早急に、必要な被災犬猫の実態把握とその保護をするため

の基本指針を策定し、これに基づいて都道府県が動物愛護管理推進計画を策定する

ことを求める（法６条）。 

上記の宣言と決議をもって、閉会の宣言をする。 

２０１４年１１月１日 

ＴＨＥペット法塾動物法交流集会 参加者一同 
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「動物愛護管理法」（抜粋） 

 

（目的）  

第一条  この法律は、動物の虐待及び遺棄の防止、動物の適正な取扱いその他動

物の健康及び安全の保持等の動物の愛護に関する事項を定めて国民の間に動物を

愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和の情操の涵養に資するとともに、

動物の管理に関する事項を定めて動物による人の生命、身体及び財産に対する侵

害並びに生活環境の保全上の支障を防止し、もつて人と動物の共生する社会の実

現を図ることを目的とする。  

 

（基本原則）  

第二条  動物が命あるものであることにかんがみ、何人も、動物をみだりに殺し、

傷つけ、又は苦しめることのないようにするのみでなく、人と動物の共生に配慮

しつつ、その習性を考慮して適正に取り扱うようにしなければならない。  

２  何人も、動物を取り扱う場合には、その飼養又は保管の目的の達成に支障を

及ぼさない範囲で、適切な給餌及び給水、必要な健康の管理並びにその動物の種

類、習性等を考慮した飼養又は保管を行うための環境の確保を行わなければなら

ない。  

（動物の所有者又は占有者の責務等）  

第七条  動物の所有者又は占有者は、命あるものである動物の所有者又は占有者

として動物の愛護及び管理に関する責任を十分に自覚して、その動物をその種類、

習性等に応じて適正に飼養し、又は保管することにより、動物の健康及び安全を

保持するように努めるとともに、動物が人の生命、身体若しくは財産に害を加え、

生活環境の保全上の支障を生じさせ、又は人に迷惑を及ぼすことのないように努

めなければならない。  

２  動物の所有者又は占有者は、その所有し、又は占有する動物に起因する感染
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性の疾病について正しい知識を持ち、その予防のために必要な注意を払うように

努めなければならない。  

３  動物の所有者又は占有者は、その所有し、又は占有する動物の逸走を防止す

るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

４  動物の所有者は、その所有する動物の飼養又は保管の目的等を達する上で支

障を及ぼさない範囲で、できる限り、当該動物がその命を終えるまで適切に飼養

すること（以下「終生飼養」という。）に努めなければならない。  

５  動物の所有者は、その所有する動物がみだりに繁殖して適正に飼養すること

が困難とならないよう、繁殖に関する適切な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。  

６  動物の所有者は、その所有する動物が自己の所有に係るものであることを明

らかにするための措置として環境大臣が定めるものを講ずるように努めなければ

ならない。  

７  環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、動物の飼養及び保管に関しよる

べき基準を定めることができる。  

（犬及び猫の引取り）  

第三十五条  都道府県等（都道府県及び指定都市、地方自治法第二百五十二条の

二十二第一項 の中核市（以下「中核市」という。）その他政令で定める市（特別

区を含む。以下同じ。）をいう。以下同じ。）は、犬又は猫の引取りをその所有

者から求められたときは、これを引き取らなければならない。ただし、犬猫等販

売業者から引取りを求められた場合その他の第七条第四項の規定の趣旨に照らし

て引取りを求める相当の事由がないと認められる場合として環境省令で定める場

合には、その引取りを拒否することができる。  

２  前項本文の規定により都道府県等が犬又は猫を引き取る場合には、都道府県

知事等（都道府県等の長をいう。以下同じ。）は、その犬又は猫を引き取るべき
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場所を指定することができる。  

３  第一項本文及び前項の規定は、都道府県等が所有者の判明しない犬又は猫の

引取りをその拾得者その他の者から求められた場合に準用する。  

４  都道府県知事等は、第一項本文（前項において準用する場合を含む。次項、

第七項及び第八項において同じ。）の規定により引取りを行つた犬又は猫につい

て、殺処分がなくなることを目指して、所有者がいると推測されるものについて

はその所有者を発見し、当該所有者に返還するよう努めるとともに、所有者がい

ないと推測されるもの、所有者から引取りを求められたもの又は所有者の発見が

できないものについてはその飼養を希望する者を募集し、当該希望する者に譲り

渡すよう努めるものとする。  

５  都道府県知事は、市町村（特別区を含む。）の長（指定都市、中核市及び第

一項の政令で定める市の長を除く。）に対し、第一項本文の規定による犬又は猫

の引取りに関し、必要な協力を求めることができる。  

６  都道府県知事等は、動物の愛護を目的とする団体その他の者に犬及び猫の引

取り又は譲渡しを委託することができる。  

７  環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、第一項本文の規定により引き取

る場合の措置に関し必要な事項を定めることができる。  

８  国は、都道府県等に対し、予算の範囲内において、政令で定めるところによ

り、第一項本文の引取りに関し、費用の一部を補助することができる。  

（犬及び猫の繁殖制限）  

第三十七条  犬又は猫の所有者は、これらの動物がみだりに繁殖してこれに適正

な飼養を受ける機会を与えることが困難となるようなおそれがあると認める場合

には、その繁殖を防止するため、生殖を不能にする手術その他の措置をするよう

に努めなければならない。  

２  都道府県等は、第三十五条第一項本文の規定による犬又は猫の引取り等に際
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して、前項に規定する措置が適切になされるよう、必要な指導及び助言を行うよ

うに努めなければならない。  

第四十四条  愛護動物をみだりに殺し、又は傷つけた者は、二年以下の懲役又は

二百万円以下の罰金に処する。  

２  愛護動物に対し、みだりに、給餌若しくは給水をやめ、酷使し、又はその健

康及び安全を保持することが困難な場所に拘束することにより衰弱させること、

自己の飼養し、又は保管する愛護動物であつて疾病にかかり、又は負傷したもの

の適切な保護を行わないこと、排せつ物の堆積した施設又は他の愛護動物の死体

が放置された施設であつて自己の管理するものにおいて飼養し、又は保管するこ

とその他の虐待を行つた者は、百万円以下の罰金に処する。  

３ 愛護動物を遺棄した者は、百万円以下の罰金に処する。 

４ 前三項において「愛護動物」とは、次の各号に掲げる動物をいう。  

一 牛、馬、豚、めん羊、山羊、犬、猫、いえうさぎ、鶏、いえばと及びあひる 

二 前号に掲げるものを除くほか、人が占有している動物で哺乳類、鳥類又は爬

虫類に属するもの 
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京都市動物迷惑条例に対するパブリックコメント 

本条例作成の担当の方にお尋ねいたします。 

京都市では野良猫の不妊手術をする場合、どれくらいの費用がかかりますか？ 

これが野良猫問題の解決の鍵です。私は横浜市在住ですが、かつて（20年前）は、公的

助成金なし、手術料は 2万近くしていました。それは全額ボランティア負担です。やむを

えず負担してきました。今はまったく 20年前と状況が変わってきています。まず低廉な料

金で不妊手術をしてくれる愛護病院の存在です。神奈川県内にもかなりありますが、東京

でも不妊手術専門の愛護病院も次々に開院されています。これは志ある獣医師が育ってく

れているということです。 

こういう病院では手術料は 5000円程度です。なかには低料金＝質の低い医療という偏見

がありますが、私の 20数年の経験では手術数の多いところほど経験知、技術があり、野良

猫に最適な施術をしてくれます。また市の愛護センターでも職員獣医師が手術する案件も

すすんでいます。広島などもそうです。 

さらに今では公的な助成金の制度があり、ボラは安心して多くの猫の手術ができる体制

がととのいつつあります。 

京都市はその条件がととのっていますか？ 

さらに確認しますが、家に連れ帰れない野良猫で、町内会の反対で給餌・ＴＮＲもでき

ない場合（横浜市でもあります）、糧道をたたれた猫を保護する公設ないし民間シェルター

（終身・里親探し）は確保していますか？ 

そうでないとしたら、この条例は、猫を保健所（通称）でガスで殺処分しないかわりに、

路上で餓死せしめるための巧妙な施策、というほかありません。 

この条例は猫の部分を削除するか、体制を整備（ＴＮＲ病院、獣医師、助成金、ボラと

の連携強化、シェルター活用など）してでなおすか、 

それ以外ありえません。横浜市でも（過料はないが）、これにやや似た、現場を知らない

方たちが作成した条例案が出たことがありますが、問題点（特にボランティア活動の阻害）

を指摘され、担当委員会の全党市議全員が削除に同意したことがあります（４～5 年くら

い前です）市議の方々の見識に敬意を感じました。 

猫を路頭に迷わせる条例では共生なんてありえません。文化都市の名を毀損します。 
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給餌自体を禁止することは違法である 

全国動物ネットワーク代表 鶴田 真子美 

猫と友達 地域猫   川井 満 

１．野良猫えさやり禁止について 

■野良猫＝愛護動物

・改正動物愛護法２条「人と動物の共生」、7条 4項「終生飼養」、44条「虐待防止」、衆参

両議院付帯決議「地域猫対策は官民挙げていっそうの推進を」 

・動物愛護の観点「手術したら終わり、でなく、手術の後も生かす」 

・欧米の TNRの考え方 「捕獲のために必須」「えさやり禁止しても減らない」★資料１ 

■「えさやり禁止」は違憲・違法

・憲法にも動物愛護法にも愛護動物である猫にえさやりを禁止する条項はない。 

・憲法第 31条「何人も法律に定める手続きによらなければ、その生命若しくは自由を奪わ

れ、またはその他の刑罰を科せられない」に係わり、同じく違憲である。TNRとえさやり

を行って環境を維持しようとする行動は公益性が高く、それを行う権利と自由が国民に保

障されねばならない。 

・憲法や動物愛護法ではえさやりを禁止していないため、下位法の公園条例や自治体の動

物条例で、上位法に書かれていないことを禁じることはできない。 

・行政が看板（公文書）でえさやり自体を禁止することは違憲となりできない。 

・えさやり禁止看板は法律の範囲を超え、憲法第 94条「地方公共団体はその財産を管理し

事務を処理し及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができ

る」に関わる違憲となる。 

・多くの自治体が HP で「動物愛護法によってえさやりを禁止できないので、えさやりの

方法を指導しています」としている。 

・「野良猫へのえさやり自体の禁止」と「無責任なえさやりの禁止」の混同がある。どちら

も法的に問題である。 

■「えさやり禁止」こそ公共の福祉に反した迷惑行為

・えさやり禁止により公益的な TNR活動が阻害されるなら、えさやり禁止こそ公共の福祉

に反した迷惑行為である。また、それによって TNRが中断され、猫が増えたことにより環

境が悪化し迷惑をこうむる住民がいれば、損害賠償の対象となり得るし国家賠償法第一条

第一項の可能性もある。（法学部教授の見解） 

・えさやり者が犯罪者のように扱われ心身ともに苦痛を受けたら人権侵害の可能性が高い。 

■「勝手に手術」は飼主の所有権の侵害にもなる

・所有者のいない猫の繁殖制限は、所有者でもない市民の義務ではない。 
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・ボランティア市民に野良猫の飼育・繁殖制限の法的義務はない。 

・猫に手術をできるのは所有者であり、単なる給餌者は所有者ではない。 

■「連れて行け」「手術しろ」は財産権の侵害

・えさを与えたら連れ帰り飼わねばならないのか？手術をしなければならないか？いいえ。 

・野良猫の責任の主体は、えさやりをしている市民ではない。 

・無主物である野良猫の所有者になるには、給餌者に所有者になる意志がなければならな

い。 

・野良猫を無理に飼育・手術させることは、給餌者の財産権の侵害にもつながる。 

・したがって、野良猫の繁殖制限は行政がやるしかない公共事業である。 

・ところが、いまは一般市民にも助成金を使って協力して頂いているという見解である。 

■幅広い裁量権のある条例は人権侵害につながる

・適切なえさやりと不適切なえさやりの境界は非常にあいまい。市民が自分の行為が違反

かどうか予測できず解釈もできないような法律は作れない。 

・罰則を定めながら、違反行為の要件が明確でない条例、許可の範囲が不明確で行政（権

力）に幅広い裁量権があるような条例は基本的人権（平等権侵害）を侵害し、憲法違反と

なる。 

・地域猫活動支援事業、飼主の教育啓発など有効な選択肢を制度としてもつべき。 

■現場のボランティアの置かれた状況

・動物愛護法に地域猫活動者がきちんと位置づけられていない。（35、38条） 

・ボランティアの多頭飼育、高齢化問題（条例による規制） 

・自治体職員の知識・情熱のばらつき 

・自治体により異なる助成金、資金難 

・住民の無理解、猫虐待が「えさやり禁止」で助長される可能性がある。 

２．東京新聞の記事と環境省の見解 

■11月 30日、東京新聞の記事「なくそう犬猫の殺処分」に、「野良猫にえさやめて」「（環

境省は）野良猫へのむやみなえさやりをなくすよう呼びかけている」とある。 
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餌をやらなければ猫は衰弱して餓死する。動物愛護法第 44条に「愛護動物に対し、みだりに、給

餌若しくは給水をやめ衰弱させることは百万円以下の罰金」とある。 当然、この記事は動物愛護

法違反。 

■この記事を読み、環境省と東京新聞社に抗議文と質問状を提出した。★資料２

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

平成２６年１２月 ５日 

環境大臣  望月義夫 殿 

  動物の愛護及び管理に関する法律に違反した環境省職員に抗議をし、このことに関し

質問をする。 

全国動物ネットワーク 会長  鶴田眞子美 

日本捨猫防止会 代表 大田成江 

埼玉ＳＳＢ会  代表  関谷 佐多子 

猫と友達 地域猫  代表  川井 登志子 
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平成２７年２月７日京都緊急集会 猫餌やり禁止・殺処分の新たな形、レジュメ 

「野良猫餌やり禁止条例と野良猫保護」 

ＴＨＥペット法塾代表 

弁護士 植 田 勝 博               

第１ 条例案の内容 

① 野良猫に餌やりをしようとする方は、猫を自ら飼養するか、「まちねこ支援

事業」に沿って、適切な管理の下で実施する。 

② 身近にいる動物に対し無責任な給餌（餌やり）をしたり、残飯ごみを放置し

たりしてはならない。 

③ これに違反し（生活環境が損なわれ）たときは勧告・命令、勧告・命令に違

反したときは過料（行政罰）の制裁を課す。 

④ まちねこ支援事業は、①３名以上の団体。②町内会の同意を得る。③猫用ト

イレの管理や猫の生息状況の把握などをし、飼養が可能な私有地内に設定する。 

第２ 改正動物愛護管理法 

１ 動物保護管理法、平成24年9月5日公布、平成25年9月1日施行 

２ 「殺す行政」から「生かす行政」への転換 

(1) 飼猫の終生飼養義務（動愛法７条）。行政の引取制限（同法35条） 

(2) 飼猫の遺棄禁止。遺棄の罰則強化（同法44条） 

(3) 野良猫は、殺処分のための野良猫の引取制限（附帯決議8項）。 

３ 野良猫の扱い。 

(1) 野良猫は全て社会で存在する。 

(2)  従来の地域猫活動を踏まえて、野良猫（所有者のいない猫）は、避妊去勢を

して、地域住民の同意（排除しない）の下に管理する（附帯決議８項）。 

(3) 野良猫を含めて殺処分ゼロをめざす（附帯決議６項）。 

(4) 地域猫、ＴＮＲ「野良猫を捉え、避妊去勢をし、元の場所へ戻す」、Ｍ 
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第３ 条例案の問題 

１ 「まちねこ支援事業」に反する猫餌やりは禁じられ、罰則を課す。まちねこ

支援は、①３名以上の団体、②町内会の事前同意、③私有地に設定を満たすこ

とは個人の猫餌やりには不可能で、野良猫餌やり禁止条例である。 

２ 憲法等に違反する人権侵害 

  条例案は、所有者のいない動物に餌やりをすることは基本的に自由な行為で

あり、野良猫餌やりをする者に、所有者同様の管理責任を負わせることは、憲

法１３条の自由権、民法の所有権規定に反する。 

３ 動物愛護法に違反する条例案である。 

  改正動物愛護法は、野良猫の引き取りをせず、野良猫を生かすについては、

従来の猫餌やりが築いてきた「地域猫」活動を、官民一体で行う。野良猫発生

原因の猫の遺棄、猫の給餌、給水等しない虐待、みだりな殺傷を厳罰化した。 

(1) 野良猫餌やりを禁止すれば野良猫は餓死するか、餌をあさる。虐待（給餌、

給水しない）殺傷の結果を目的とする。動愛犯罪を強いる条例は動愛法に反す

る。 

(2) 猫餌やりが果たしてきた自己負担で避妊去勢ＴＮＲによる増加させず、なく

す活動を禁じることは、地域猫を疎外し、動物愛護法に反する。 

(3) 行政が、ボランティア、地域と一体で行うとした改正法について、ボランテ

ィアを排除して、行政は、当事者でなく規制をする側にいては、地域猫は成り

立たず、地域猫活動を疎外し、動物愛護法に反する。 

(4) 京都市は、猫餌やりが野良猫発生原因として禁止をするが、猫餌やりの、命

を生かし、野良猫をなくす社会的公益活動を否定する誤解があり、違法である。 

(5) 野良猫は官民が一体的に短期に避妊去勢をして増殖をしないようにすること。

一部の団体に野良猫を委せることは、野良猫解決では失敗している報告がある。 

４ 条例案は、その精神も措置も、野良猫を保護せず、野良猫を保護してなくす

活動をしてきた猫餌やり排除し、地域猫活動を妨害するもので、動愛法に違反

する｡ 
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  動愛法に沿って、行政が核となって、ボランティア及び地域住民と一体とな

って、野良猫問題の早期の解決を目的とする条例を制定することが必要である。 
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京都市動物迷惑防止条例のパブリックコメント 

平成2７年１月９日 

京都市保健福祉局保健衛生推進室保健医療課 

 事 業 推 進 担 当                 御 中     

（犬猫等ふん尿被害対策検討プロジェクトチーム事務局） 

（TEL:075-222-4272、FAX:075-222-3416） 

ＴＨＥペット法塾代表 弁護士 植田勝博 

 電話06-6362-8177,FAX06-6362-8178 

意 見 

 京都市動物迷惑防止条例案は、猫餌やり禁止条例であって、憲法、動物愛護法、

その他の法令に反するので、この条例の制定をしないことを求める。 

理 由 

１ 条例案の内容 

・ 野良猫に餌やりをしようとする方は、猫を自ら飼養するか、「まちねこ支援

事業」に沿って、適切な管理の下で実施する。 

・ 身近にいる動物に対し無責任な給餌（餌やり）をしたり、残飯ごみを放置した

りしてはならない。 

・  これに違反し（生活環境が損なわれ）たときは勧告・命令、勧告・命令に違

反したときは過料（行政罰）の制裁を課す。 

・ まちねこ支援事業は、①３名以上の団体を作る。②町内会の同意を得る。③

猫用トイレの管理や猫の生息状況の把握などをし、飼養が可能な私有地内に設

定する。 

２ 憲法等に違反する人権侵害 

137



  条例案は「野良猫に餌やりをしようとする方は、猫を自ら飼養する」ことを

課すが、所有者のいない動物に餌やりをすることは基本的に自由な行為であり、

本来自由である筈の所有者のいない動物への餌やりを禁じ、野良猫の管理責任

を課すことは、憲法１３条の自由権、幸福追求権を侵害する不当な人権侵害で

ある｡ また、所有者でない者に餌やりをしたことをもって所有者同様の管理責

任を負わせることは、民法上、非合理且つ違法である。 

３ 「まちねこ支援事業」に反する猫餌やりは禁じられ、罰則を課す。まちねこ

支援とは、①３名以上の団体、②町内会の同意、③私有地に設定の要件が必要

とするが、個人の猫餌やりには不可能で、罰則をもって猫餌やりを禁ずるもの

である。 

    憲法に反する自由の侵害であるとともに、野良猫保護を否定し動物愛護法に

反する規制である。 

４ 動物愛護法に違反する条例案である。 

  平成２４年８月の改正動物愛護法は、「殺す行政」から「生かす行政」へと

転換し、行政は殺処分を目的とする野良猫の引き取りをしないこと（法３５条、

附帯決議８項）、野良猫を生かすについては、従来の猫餌やりが築いてきた

「地域猫」活動を、官民一体で行う（付帯決議８項）とした。そして、猫の遺

棄、猫を殺傷することを厳罰化した。 

改正動愛法は、①野良猫を殺さないこと（行政の引取規制）、②野良猫を生か

すこと（従来の猫餌やりの活動）、③野良猫を発生させないこと（従来の猫餌

やりの自己負担で避妊去勢）である。②と③を個人の猫餌やりだけではなく、

行政が、ボランティア、地域と一体で行うとした。。 

  野良猫保護は、まず猫への餌やりである。野良猫の命への思いから、自分で

餌を買い与え、生かし、避妊去勢をして保護をし、野良猫の命を守り（②）、

新たな野良猫を減らす（③）、世話をしてきた。これが地域猫活動であり、個

人の猫餌やりの活動を改正動愛法の基礎とした｡ 
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猫餌やりは、動物の命を生かし、野良猫をなくし、地域、社会のための活動で

ある。 

  餌をやり命を生かすことが野良猫保護の基本であり、野良猫への給餌は人の

動物への愛護、動物の命の保護から当然と言える。 

個人の猫餌やりは、野良猫を生かし、野良猫を減らす活動をしてきたもので、

動物愛護法の基本原則の「動物の命」と「人と動物の共生」の活動をし、社会

のための活動として動愛法の野良猫問題の取組をしている活動である。 

  行政は、この地域猫活動を官民一体での取り組む義務がある。 

  条例案の、野良猫への給餌を禁止することは、動物虐待（給餌、給水をしな

いなど、動物愛護法４４条２項）の犯罪である。規制により故意に餓死させる

ことは、みだりな殺傷罪（同条１項）の犯罪である。 

条例案は、動愛法の猫餌やりによる野良猫保護を禁じること、虐待ないし餓死

させる殺傷の犯罪を強いるもので、動愛法に違反する違法な条例と言うべきで

ある。  

５ 現在の京都市条例案の誤り 

  野良猫の発生原因は、家庭からペットが捨てられたことにより、遺棄者が原

因で、猫餌やりはその尻ぬぐいをしている公益の地域猫活動である。そこに誤

解があってはならない。 

野良猫問題は、野良猫の原因の猫の遺棄（同法４４条１項の犯罪）が放置され

ているところにある。従来、猫の遺棄（動物犯罪）と行政の殺処分（みだりな

殺傷の動物犯罪）の両輪で野良猫を処理してきた。 

  京都市条例は、野良猫問題の原因は猫餌やりにあり、猫餌やりを反社会行為、

犯罪的行為として禁止し、個人ボランティアではできない猫餌やりの条件を満

たしたときのみ禁止を解いてやるとの内容である｡地域猫は「猫餌やりのボラン

ティアのためにしてやる」との誤った措置である。 

  しかし、地域猫は、ボランティアの犠牲の上で行政や猫嫌いのためにするの
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ではない。行政が、ボランティア、地域住民と共同分担をして、全員一致して、

野良猫を生かし、早急に野良猫問題をなくすことである。 

  野良猫の原因は猫餌やりではなく遺棄者である。まず、その原因の遺棄者の

取締りが必要である。猫餌やりは、自己負担で動物の命を守り、猫嫌いの人達

のためにも、野良猫問題を解決するためにしてきた活動である。 

京都市条例案は、遺棄者を放置して、地域猫活動をする猫餌やりを禁じて反社

会的行為とする。猫餌やりがいなくなれば、野良猫の生存はおびやかされる。

また、保護、管理されない野良猫の発生により、野良猫問題は闇の中となり、

解決できるとは考えられない。野良猫を保護する猫餌やりが迷惑の原因とする

誤った考えが優先して、野良猫の命への思いはなく、野良猫との共生の姿勢が

全く認められない。 

  京都市条例案は、その精神も具体的措置も、猫との共生を否定し、地域猫活

動を妨害するもので、明らかに動愛法に違反する条例である｡ 

６ 野良猫を生かすことが核であり、野良猫を増やさないことをしてきた猫餌や

りが核であり、これを支援し負担することが行政の責任であることが動愛法の

内容である。京都市は、現在の、誤った認識による、法律に違反する条例の制

定をしないこと、及び、同法に沿って、行政が核となって、従来の個人の猫餌

やりの地域猫活動を、ボランティア及び地域住民と一体となって、早期に、野

良猫問題の解決をすることを内容とする条例を制定することを強く求める。 
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京都市在住  佐川久子 

 不幸な野良猫を増やしたくない、小さな命を守りたいという思いから、 

２００２年頃より地域猫の活動に取り組んでいます。 

２０１３年９月頃から不妊手術を施した猫に餌やりをしているのですが、その

ことで地域住民から猛烈な嫌がらせ、悪質な妨害行為を受けています。今年の

５月には、地域住民に警察を呼ばれました。これをきっかけに植田弁護士を代

理人として、京都府警察、京都市、自治会へ申し入れをしました。これは警察

をはじめとする行政の職員の動物愛護管理法に対する理解や知識の不足、京都

市も 推奨する地域猫の活動が地域で理解されていない、浸透していないこと

に驚いたからです。野良猫を野生動物だと信じている警察官や京都市職員も少

なくないのです。 

この申入れ書がきっかけとなり、この地区の町内会の総本部である 

自治会連合会に、京都市保健医療課の河野さんたちが地域猫の説明に出向いて

下さいました。まだ、あまり知られていない地域猫の事を知って貰う良い機会

になったとおもいます。そして、この中から地域猫をして見ようと言う地区が

出てくることを期待しています。 

私たちもこの申し入れ書のおかげで、法律を後ろ盾に確信を持ち、気持ちを  

強く持って毎日餌やりに臨んでいます。 

今、京都市では京都市動物愛護憲章と条例の制定をめざしています。その中に

は地域猫の餌やりをしている人にとって問題となる文言があります。それは、 

「周りに迷惑がかかるような動物への餌やりは行いません」「動物への無責任な

餌やりを禁止する」といった文言です。とても曖昧で混乱をもたらす表現です。

これでは、地域猫として、マナーを守って餌やりをしていたとしても、餌をや

ることが迷惑だと主張する人がいれば、餌やりがもっと難しくなります。 

今度の条例の骨子では、餌やりをしても良い条件として、町内会の同意を得る

ことなどハードルの高い条件が求められています。私たちが、自費で手術を施

し餌やりをしている野良猫は町内会の同意が得られなかった為に条例違反とな

り、餌やりが出来なくなってしまうのです。 

この条例は、職員１６人のプロジェクトチームで、検討してきたそうですが、
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１６人の方の中に、地域猫活動の経験のある方はいらっしゃるのでしょうか？

そもそも罰則を検討するような条例のプロジェクトに、職員以外の参加者がい

ないことも 不思議です。地域猫の活動をしている人など、いろいろな立場か

らの参加があってしかるべきではないでしょうか。 

日本の自治体で初の動物愛護の憲章ならば、動物が好きな人、嫌いな人にもわ

かりやすい、もっと丁寧な文言で謳うべきではないでしょうか。野生動物とそ

うでない動物の区別もつかない文言は、曖昧というより、たいへんおざなりな

印象をうけます。 

「国家の偉大さと道徳的水準は、その国の動物たちがどう扱われているかによ

って判断することが出来る」という格言がありますが、この国家という部分を

京都市や地域に変えて、よく考えて下さい。 

他府県や諸外国から、京都市の文化レベルを問われるようなものにならない 

様に、そして動物にとっても、野良猫にとっても優しい、世界にも認められる

ような、良い憲章と条例をつくっていただきたいと思います。 

私はボランティアの仲間と共に、２０１３年９月から翌年１月までの間に、 

地蔵院周辺の野良猫２７匹に不妊手術を施しました。既に不妊手術を終えた野

良猫が５，６匹いて、その当時は全部で３０数匹いました。その野良猫も、里

親に貰っていただいたり、病気や高齢の猫は家に連れて帰るなどして、今年 

２０１５年には野良猫の数は約半数の１４匹になりました。数年後には、この

数よりもっと少なくなって、“猫に餌やるな！”と怒鳴っていた住民にも地域猫

の効果を認めてもらえると確信します。 

しかし、今、このような条例が制定されてしまえば、また野良猫の餌やりを巡

ってトラブルが再燃するのではと危惧しています。 

今回このような条例をつくる前に京都市はもっとするべき事があるのではない

でしょうか。まだまだ社会では地域猫、まち猫という言葉さえしられていませ

ん。野良猫を減らすには、今は地域猫、まち猫活動が一番有効だということを、

もっと市民に知らせて頂くことです。 

野良猫の原因は人間の無責任な飼い方にあります。野良猫問題を餌やりをして

いる人の責任にすることではなく、社会全体で解決していかなくてはならない

問題だと認識する事だと思います。この事を理解してこそ京都市が掲げる、真

に“人と動物と共生できるうるおいのある豊かな社会”を実現する一歩になる

ことだと思います。  
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